








　 現 在、 わ が 国 に は 様 々 な 公 共 交 通 機 関 が 存 在 し、 日 々 国 民 の 移 動 手 段 と し て 活
用 さ れ て い る。 利 用 者 が 交 通 機 関 で の 移 動 中 に 持 つ 感 情 は そ の 交 通 サ ー ビ ス 内 容
に 対 す る も の が 多 い だ ろ う が、 筆 者 が 着 目 し た の は そ の サ ー ビ ス 内 容 で は な く、
交 通 機 関 を 運 営 す る 主 体 で あ る。 運 営 主 体 の 経 営 ・ 技 術 能 力 が 交 通 サ ー ビ ス の 内
容 に も 密 接 に 関 係 し て い る と 考 え、 わ が 国 の 交 通 機 関 を 運 営 す る 事 業 主 体 に つ い
て の 研 究 へ と 方 向 性 を 定 め た。 ま た、 筆 者 の 出 身 地 ・ 仙 台 に あ る 市 営 地 下 鉄 の 経
営 状 況 に 危 機 感 を 持 つ と 同 時 に 原 因 や 解 決 策 を 見 出 し た い と い う 思 い か ら 研 究 対
象 を 公 営 地 下 鉄 と す る こ と に し た。
　 第 1 章 で は、 各 公 営 地 下 鉄 の 経 営 状 況 を 見 て い き、 解 決 の ヒ ン ト と な る 先 行 研
究 の 紹 介 を す る。 第 2 章 に お い て は、公 営 地 下 鉄 事 業 の 経 営 に お け る 課 題 を 解 決
す る 策 と し て 民 営 化 提 示 し、 そ の 手 法 に つ い て 整 理 す る。 第 3 章 で は、 民 営 化
の 中 で も PFI、コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 が 公 営 地 下 鉄 事 業 に 最 適 で あ る こ と を 論 証 し、
各 公 営 地 下 鉄 が 持 つ 特 性 や 課 題 を 示 す。 そ し て 第 4 章 に お い て、財 務・マ ー ケ テ ィ
ン グ・職 員 の 労 働 環 境 の 3 つ の 観 点 か ら 各 地 下 鉄 は ど の よ う な コ ン セ ッ シ ョ ン を
行 う べ き か を 分 析 し、 第 5 章 を 結 論 と す る。
第 1 章　公営地下鉄事業の実情
第 1 節　日本の公営地下鉄事業の現状と課題
　 図 1-1 を 見 る と 公 営 地 下 鉄 事 業 の 財 務 面 の 現 状 と し て、 仙 台 市 の 営 業 収 支 比 率
が 100% を 下 回 っ て い る。 こ れ は、 本 業 で あ る 運 輸 事 業 や 売 店 事 業 な ど の 収 益 か
ら、 営 業 に 関 わ る 費 用
１
を 引 い た 値 で あ り、100% を 下 回 る と 営 業 収 支 が 赤 字 で あ
る 事 を 意 味 す る。
１ 線 路 保 存 費、 電 路 保 存 費、 車 両 保 存 費、 運 転 費、 運 輸 管 理 費、 旅 客 誘 致 費、 厚 生 福
　 利 施 設 費、 減 価 償 却 費、 一 般 管 理 費 　
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　 図 1-2 を 見 る と 経 常 収 支 比 率 に お い て 京 都 市 と 仙 台 市 が 100% を 割 っ て い る。
こ れ は、 営 業 収 益 に 営 業 外 収 益 を 加 え た 経 常 収 益 か ら、 営 業 費 用 に 営 業 外 費 用 を
加 え た 経 常 費 用 を 引 い た 値 で あ り、100% を 下 回 る と 経 常 収 支 が 赤 字 で あ る 事 を
意 味 す る。
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図 1-2　平成 20年度～平成 29年度　公営地下鉄事業　経常収支比率の推移
（出典：総務省「地方公営企業年鑑」より筆者作成）
　 こ の 平 成 20 年 度 か ら の 10 年 間 は 経 常 収 支 比 率 が 仙 台 市 を 除 く 7 都 市 に お い
て 上 昇 傾 向 な の に 対 し、 営 業 収 支 比 率 は 全 体 と し て 変 化 が 少 な い。 つ ま り、 本 業
で あ る 運 輸 事 業 や 売 店 事 業 に お け る 収 益 を 増 加、 費 用 を 減 少 さ せ る こ と が で き て
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（出典：総務省「地方公営企業年鑑」、国土交通省「鉄道統計年報」平成 28 ～ 29 年度　より筆者作成）
　 ま た、 営 業 外 収 入 に 含 ま れ る 補 助 金
２
授 与 額 に つ い て 図 1-3 を 見 る と、 公 営 地
下 鉄 事 業 が 付 与 さ れ て い る 補 助 金 の 額 は、 自 動 車 運 送 事 業 す な わ ち 公 営 バ ス 事
業、 そ し て 公 営 企 業 の 平 均 値 よ り も 圧 倒 的 に 多 い こ と が 分 か る。 地 下 鉄 事 業 と バ
ス 事 業 と で は 建 設 に か か る 初 期 費 用 が 大 き く 異 な る が、 今 回 は 同 じ 交 通 事 業 と し
て デ ー タ を 用 い て い る。
毎 年 補 助 金 が 与 え ら れ る こ と が 当 た り 前 に な る と、 経 営 努 力 を す る イ ン セ ン テ ィ
ブ が 弱 ま る と 考 え ら れ る た め、 現 在 の 公 営 地 下 鉄 事 業 は 事 業 の 経 営 改 善 の 必 要 性
が あ る と 考 え る。 　
第 2 節　先行研究の概要と本論文の新規性
　 伊 多 波 良 雄 （2010） で は、 日 本 の 公 営 地 下 鉄 は 地 方 債 の 償 還 に 対 し 十 分 な 収
益 が 得 ら れ て い な い 状 況 に あ る た め、 仙 台 市 と 大 阪 市 以 外 で 大 幅 な 費 用 削 減 が 必
要 に な っ て お り、 民 営 化 を 含 め た 方 策 を 考 え る 必 要 が あ る と い う こ と が 提 言 さ れ
て い る。
２ 　 地 方 公 営 企 業 会 計 に お け る、 営 業 外 収 益 の 国 庫 補 助 金、 都 道 府 県 補 助 金、 他 会 計
        補 助 金 の 項 目 を い う。
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　 中 山 徳 良 （2010） で は、 我 が 国 の 公 営 地 下 鉄 は 経 営 の 改 善 に 取 り 組 ん で い る
一 方、 多 く の 補 助 金 を 受 け て い る の で、 補 助 金 や 料 金 繰 入 金 を 減 少 さ せ れ ば 効 率
性 が 高 ま る と 結 論 づ け て い る。 た だ し 補 助 金 の す べ て が 不 必 要 と い う わ け で は な
い た め、 補 助 金 の 中 身 を 精 査 し、 不 必 要 な も の を 削 減 す る べ き だ と い う。
　 最 後 に、 関 口 吉 男 （2008） で は、 民 営 と 公 営 と 比 較 し た 場 合、 施 設 維 持 管 理
と 運 転 部 門 に お い て 第 三 セ ク タ ー の 効 率 性 が 最 も 高 く、 こ れ は 現 在 積 極 的 に 行 わ
れ て い る 増 収 対 策 や 人 件 費 抑 制、 外 注 化 に よ る コ ス ト 縮 減 の 成 果 も あ る と 示 し て
い る。 営 業 部 門 に お い て、 公 営 は 民 営 や 第 三 セ ク タ ー に 比 べ 収 益 性 的 な 効 率 が 高
く な っ て い る。 だ が こ れ は 分 析 に 減 価 償 却 費 が 含 ま れ て い な い こ と 等 の 影 響 だ と
い う。
　 以 上 の 先 行 研 究 で は、 包 絡 線 分 析 な ど に よ り 定 量 的 に 公 営 地 下 鉄 事 業 の 経 営 改
善 を す べ き 理 由 を 明 確 に し て い る。 今 回、 こ の よ う な 先 行 研 究 と 比 較 し た 場 合 の
本 論 文 の 新 規 性 と し て は、 民 営 化 を 推 進 す る 視 点 で 公 営 地 下 鉄 事 業 を 捉 え て い く
点 に あ り、 さ ら に 交 通 イ ン フ ラ の 運 営 に お い て、 国 民 に 対 す る 確 実 な サ ー ビ ス の
提 供 と 民 間 の 経 営 ノ ウ ハ ウ の 活 用 を 両 立 す る 方 法 と し て コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 を 取
り 上 げ る こ と で、 よ り 具 体 的 な 経 営 改 善 案 の 提 案 を 行 う。
第 2 章　民営化の視点
第 1 節　課題解決のための選択肢
　 公 営 地 下 鉄 事 業 の 現 状 改 善 方 策 の 選 択 肢 と し て、 運 営 レ ベ ル で 見 る と 大 き く 以
下 の 3 点 に 分 類 し て 考 え る こ と が 可 能 で あ る。
　 １． 地 下 鉄 事 業 の 公 有 化 に つ い て
　 第 1 案 は 現 在 の 公 営 地 下 鉄 事 業 の 運 営 形 態 を 変 え ず に、 引 き 続 き 自 治 体 が 維
持 ・ 運 営 し て い く と い う も の で あ る。 こ れ は 現 在 「我 が 国 財 政 は、 国 ・ 地 方 の 債
務 残 高 が GDP の 2 倍 程 度 に 膨 ら み、な お も 更 な る 累 積 が 見 込 ま れ（中 略）る な ど、
引 き 続 き、厳 し い 状 況 に あ る」
３
な か で、公 営 地 下 鉄 事 業 へ の 補 助 金 投 資 を 増 や し、
こ の ま ま 完 全 に 公 営 で 運 営 し 続 け る と い う の は 課 題 解 決 に な ら ず、 む し ろ 財 政 負
担 を 増 や す こ と と な り う る。
　 ２． 地 下 鉄 事 業 の 民 営 化 に つ い て
　 第 2 案 は、現 在 の 公 営 地 下 鉄 を 民 間 企 業 の 手 で 維 持・運 営 す る と い う 案 で あ る。
こ こ で 言 う 民 営 化 と は、 完 全 民 営 化 と は 区 別 し、 民 間 に 施 設 の 建 設・所 有・管 理・
運 営 の い ず れ か、 も し く は す べ て を 委 ね る と い う 広 義 な も の と し て 扱 う。 民 間 資
金 の 活 用 に よ る 財 政 負 担 の 軽 減、 経 営 の 効 率 化 と 従 業 員 の イ ン セ ン テ ィ ブ 向 上、
３ 　 財 務 省 　「平 成 31 年 度 　 財 政 法 第 46 条 に 基 づ く 国 民 へ の 財 政 報 告 　 第 1 部 　(2)  
        財 政 事 情」
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サ ー ビ ス の 質 の 向 上 が 見 込 ま れ る が、 懸 念 点 と し て は、 経 営 難 の 事 業 を 引 き 受 け
た い と 手 を 挙 げ る 事 業 者 の 有 無 が あ る。
　 ３． 地 下 鉄 事 業 の 廃 止 に つ い て
　 第 3 案 は、採 算 が 取 れ な い の な ら 事 業 自 体 を 廃 止 す る と い う 案 で あ る。 地 下 鉄
事 業 で は な く、 バ ス や 自 動 車 の 活 用 を 促 す こ と に よ り、 地 下 鉄 事 業 に か か っ て い
る コ ス ト の 削 減 も 考 え ら れ る が、 現 在 の 日 本 に お い て 都 市 交 通 網 の 基 幹 的 な 役 割
を 持 つ 地 下 鉄 の 事 業 廃 止 は 現 実 的 に 考 え ら れ な い。 高 額 な 設 備 の 減 価 償 却 も 続 い
て い る。 そ の た め、 赤 字 と は い え、 ま だ 収 入 は 得 ら れ て い る 事 業 を す べ て 切 り 捨
て る な ど 安 易 に 行 う こ と は で き な い。
　
第 2 節　現状における民営化の必要性
　 目 前 の 赤 字 解 消 を 目 的 に す る の で は な く、 地 下 鉄 は 国 民 の 重 要 交 通 手 段 だ と い
う 認 識 の も と 長 期 的 か つ 安 定 的 に 地 下 鉄 サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に、 着 実 に 経 営
を 健 全 化 さ せ て い く こ と が 求 め ら れ る。 よ っ て 公 営 地 下 鉄 の 運 営 方 法 で 現 状 の 改
革 に 適 し て い る の は 民 営 化 だ と 考 え る。
第 3 節　民営化の種類
本 節 で は 表 2-1 を 用 い て 縦 欄 に あ る 官 民 連 携 の 事 業 手 法 ご と の 視 点 か ら、 そ の 特
徴 を 分 析 し て い く。 　
　




































































a） 官 庁 管 轄 〇 〇 〇 × × ×
b) 公 営 企 業 〇 〇 〇 △ × ×
c) 第 三 セ ク タ ー 〇 △ 〇 △ × ×
d) 指 定 管 理 者 制 度 〇 △ 〇 △ △ ×
e) 独 立 行 政 法 人 制 度 〇 △ △ △ △ ×
f)PFI 〇 × △ 〇 〇 〇
g) 純 民 間 企 業 × ～ 〇 × × 〇 〇 〇
（出典：宮木（2004）を参考に筆者作成）
以 下 は 表 2-1 の 説 明 で あ る。
a)　 　 官 庁 直 轄 と は、 完 全 な る 公 営 の こ と で あ り、 公 共 側 が 期 待 す る 公 共 目 的 を
も っ と も 確 実 に 達 成 で き る が、 事 業 の 収 入 増 や 費 用 削 減 な ど の 優 先 と は 関 連
性 を 持 た な い。
b)　 　 公 営 企 業 と は、 公 企 業 の 原 型 で あ り、 企 業 活 動 で の 公 共 目 的 の 達 成 は 優 れ
て い る が、 政 治 や 行 政 と も 不 分 離 の た め 企 業 性 が 妨 げ ら れ る こ と も あ る。 地
方 公 営 企 業 は 企 業 の 経 済 性 と 独 立 採 算 性 を 配 慮 し て い る が、 実 際 は 議 会 や 一
般 行 政 な ど 公 共 側 か ら の 関 与 が あ る た め、 民 間 企 業 の 収 支 向 上 機 能 と 同 等 の
も の は 期 待 で き な い。
c)　 　 第 三 セ ク タ ー と は、1986 年 の 民 活 法 成 立 に 伴 い、 都 市 開 発 や 住 宅、 交 通
事 業 等 の 分 野 に お い て、 公 共 側 と 民 間 事 業 主 体 の 共 同 出 資 に よ っ て 設 立 さ れ
る 事 業 主 体 で あ る。 し か し 公 ・ 民 間 で 事 業 リ ス ク の 精 査 と リ ス ク 分 担 の 確 認
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を 負 う こ と が 多 く あ る。
d)　 　 指 定 管 理 者 制 度 と は、2003 年 に 「公 の 施 設 に つ い て、 民 間 事 業 者 等 が 有
す る ノ ウ ハ ウ を 活 用 す る こ と に よ り、 住 民 サ ー ビ ス の 質 の 向 上 を 図 っ て い く
こ と で、 施 設 の 設 置 の 目 的 を 効 果 的 に 達 成 す る た め」
４
に 設 け ら れ た 事 業 手 法
で あ る。 地 方 自 治 体 の 長 ・ 委 員 会 に は、 指 定 管 理 者 に 対 し 業 務 ・ 経 理 の 状 況
報 告 や 実 地 調 査、 指 定 取 り 消 し の 通 告 を す る 権 限 が 与 え ら れ る た め、 公 共 側
は 運 営 に 関 与 で き る。
e)　 　 独 立 行 政 法 人 と は、 国 が 自 ら 主 体 と な っ て 直 接 実 施 す る ほ ど の 必 要 は な い
が、 民 間 の 主 体 に 委 ね る と 確 実 に 実 施 さ れ な い 恐 れ が あ る 場 合 等 に 設 立 さ れ
る 法 人 で あ る。 独 立 行 政 法 人 に 事 業 を 運 営 さ れ る 場 合、 人 員 や 財 産 も 同 時 に
移 管 さ れ る た め、 国 や 地 方 自 治 体 の 事 業 軽 量 化 が 可 能 と な る が、 法 人 設 立 に
莫 大 な 資 金 が 必 要 で あ り、 独 立 採 算 で 賄 え な い 部 分 は 公 共 側 の 財 務 支 援 が 欠
か せ な い。 ま た、 評 価 委 員 会 に よ る 中 期 計 画、 年 度 計 画 の 作 成 や、 業 務 実 績
評 価 が 必 須 な の で 公 的 関 与 は 可 能 で あ る。
f)　 　 PFI 方 式 と は、 民 間 資 金 等 活 用 事 業 と 呼 ば れ、 社 会 資 本 の 設 計、 資 金 調 達、
建 設、 建 設 後 の 運 営 を 民 間 企 業 に 委 ね る 行 政 手 法 で あ る。 イ ギ リ ス が 先 進 地
で あ り、 日 本 で は 1999 年 に 制 定 さ れ た PFI 法 に よ り 推 進 さ れ る。（PFI 法 は
2011 年 に PFI 対 象 施 設 の 拡 大、 コ ン セ ッ シ ョ ン の 推 進 を 目 的 に 法 改 正 が 行
わ れ て い る。）PFI 方 式 を 取 り 入 れ た 際、 民 間 企 業 の 経 営 ノ ウ ハ ウ が 活 用 さ れ
効 率 的 か つ 効 果 的 な 運 営 を す る こ と が 可 能 と な る。 民 間 企 業 が 一 括 で 事 業 を
行 う た め、公 共 側 の 負 担 が 軽 減 さ れ る。 ま た、プ リ ン シ パ ル・エ ー ジ ェ ン シ ー
問 題 発 生 の 恐 れ に 対 し て 公 共 側 は 民 間 側 を モ ニ タ リ ン グ す れ ば よ い が、 完 全
な 監 視 は 費 用 が 膨 大 に な る た め 不 十 分 に な る こ と が 懸 念 さ れ る。
g)　 　 純 民 間 企 業 と は、 民 間 企 業 が 運 営 す る 完 全 民 営 を 意 味 し て お り、 民 間 の 経
営 ノ ウ ハ ウ に よ る 革 新 的 な 経 営 や、 資 金 調 達 や 施 設 建 設 費 が す べ て 民 間 出 資
で あ る こ と に よ る 公 的 財 務 の 軽 量 化 を 図 る。 し か し、 利 益 享 受 が 目 的 で あ る
た め 採 算 が と れ な い 公 共 サ ー ビ ス の 提 供 を 停 止 し て し ま う 可 能 性 が あ り、 公
共 側 の 都 合 を 反 映 す る な ど 公 的 関 与 は で き な い。
４ 　 総 務 省 2010「指 定 管 理 者 制 度 の 運 用 に つ い て」 の 発 出
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第 3 章　民営化の形態とその柔軟な適用
   本 章 で は 地 域 住 民 に と っ て 重 要 な 交 通 イ ン フ ラ の 1 つ で あ る 地 下 鉄 事 業 に は ど
の 官 民 連 携 の 事 業 手 法 が 適 切 な の か を 考 察 し て い く。 　
第 1 節　コンセッション方式の選択
　 第 2 章 で 述 べ た 通 り、 民 営 化 と 言 っ て も 様 々 な 形 態 が 存 在 す る が、 本 論 文 に お
い て 公 営 地 下 鉄 事 業 の 民 営 化 に は PFI・ コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 の 導 入 が 適 切 だ と 考
え る。 そ の 理 由 を 地 下 鉄 事 業 の コ ン セ ッ シ ョ ン を 行 う 際 に 関 与 す る 三 者 の 視 点 ①
地 方 公 営 企 業 を 管 轄 す る 公 共 側 か ら の 視 点 　 ② 共 施 設 等 運 営 権 を 購 入 す る 民 間 企
業 か ら の 視 点 　 ③ 利 用 す る 消 費 者 か ら の 視 点） か ら 述 べ る。
　 ① 公 共 施 設 運 営 が 民 間 企 業 （も し く は コ ン ソ ー シ ア ム） の 独 立 採 算 制 に な る こ
と で、 公 的 補 助 金 に 頼 ら ず、 利 用 料 収 入 や 民 間 金 融 機 関 か ら の 資 金 調 達 で 運 営 し
て い く こ と が 可 能 と な り、 人 件 費 削 減 や 公 共 施 設 運 営 権 の 売 却 益 を 得 た り す る こ
と も 可 能 と な る。
　 ② 民 間 企 業 は 人 材 確 保 や 教 育 ・ 指 導 の コ ス ト を 削 減 し な が ら 事 業 を 拡 大 す る こ
と や、 各 民 間 企 業 は そ れ ま で 視 野 の 外 に あ っ た 企 業 と の 合 同 運 営 の 可 能 性 に 気 づ
く こ と が 可 能 と な り、 各 企 業 が 持 つ 技 術 や 経 営 能 力 を よ り 発 揮 す る こ と が で き る
よ う に な る と 考 え る。
　 ③ コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 の 導 入 に よ り 民 間 企 業 の 経 営 ノ ウ ハ ウ を 生 か す こ と で 経
営 効 率 化 と コ ス ト 削 減 が 見 込 ま れ、 運 賃 の 低 下 や サ ー ビ ス の 質 の 向 上 を 受 け る こ
と が 可 能 と な る。
　
第 2 節　各地下鉄の特性や課題
  各 地 下 鉄 が も つ 特 性 や 課 題 を 簡 潔 に 表 す と 以 下 の よ う に な る。
【 札 幌 市 営 地 下 鉄 】　 収 益 的 収 支 （ 平 成 30 年 度 当 期 純 利 益 ） は 13 年 連 続 の 黒
字 で あ る が、 資 本 的 収 支 は 建 設 改 良 費 や 企 業 債 元 金 償 還 金 が 多 額 だ っ た た め、
22,087 百 万 円 の マ イ ナ ス と な っ て い る。 経 営 健 全 化 の た め の 工 夫 が 求 め ら れ る。
【仙 台 市 営 地 下 鉄】　 東 西 線 建 設 に よ る 費 用 負 担 が 大 き い。 税 法 上 の 固 定 資 産 の 分
類 及 び 耐 用 年 数 は 車 両 13 年、 レ ー ル お よ び 付 属 品 20 年 で あ り、 で き て 間 も な
い 東 西 線 の 資 本 費 用 負 担 増 に よ り、 厳 し い 経 営 状 況 が 続 く と 予 想 さ れ る た め、 収
益 を 上 げ る 戦 略 が 必 要 だ と い え る。
【東 京 都 営 地 下 鉄】　 走 行 キ ロ 当 た り の 保 存 費 （維 持・管 理 費） と 営 業 キ ロ 当 た り
の 保 存 費 が 他 の 7 市 よ り も 高 く な っ て い る。 深 度 地 下 を 利 用 し て い る 東 京 は 維 持
管 理 に か か る コ ス ト も 多 く な る と 推 測 で き る。（図 3-1,3-2） 加 え て、 急 増 す る 外
国 人 利 用 者 に 対 し て の サ ー ビ ス 提 供 の 工 夫 も 求 め ら れ る。
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【横 浜 市 営 地 下 鉄】　 経 常 損 益 9 年 連 続 黒 字、営 業 損 益 も 黒 字 で あ る が、図 1-3「各
地 下 鉄 事 業 の 補 助 金 授 与 額 の 推 移 」 か ら 示 唆 さ れ る よ う に 高 額 の 補 助 金 を 受 け
取 っ て お り、 さ ら に 高 額 の 企 業 債 も 残 っ て い る。 よ っ て 更 な る 経 営 改 善 は 必 要 で
あ る。
【名 古 屋 市 営 地 下 鉄】　 経 常 収 支 も 営 業 収 支 も 黒 字 で あ る が、 図 3-3 が 示 す よ う に
経 常 収 入 に お け る 補 助 金 の 割 合 が 福 岡 市 地 下 鉄 と と も に 増 加 の 傾 向 に あ る。 ま
た、2027 年 の リ ニ ア 中 央 新 幹 線 開 業 に 伴 う 需 要 増 に も チ ャ ン ス ロ ス の 無 い よ う
着 実 に 対 応 し な け れ ば な ら な い。
図 3-3　　平成 26年度～平成 29年度　経常収入における補助金の割合
（出典：総務省「地方公営企業年鑑」より筆者作成）
【京 都 市 営 地 下 鉄】　 平 成 20 年 度 決 算 に お い て 「地 方 公 共 団 体 の 財 政 の 健 全 化 に
関 す る 法 律」 に 定 め る 経 営 健 全 化 団 体 に 該 当 す る 事 と な り、 経 営 健 全 化 に 努 め、
目 標 達 成 と 経 営 健 全 化 団 体 か ら の 脱 却 を 果 た し た。 し か し、 依 然 と し て 有 利 子 負
債 が 多 額 で あ り、今 後 10 年 間 の う ち に 車 両・設 備 の 更 新 等 に も 費 用 が か か る た め、
財 務 面 で は か な り 大 き な 課 題 を 有 す る。
【神 戸 市 営 地 下 鉄】　 全 体 の 経 常 損 益 は 平 成 25 年 度 か ら 黒 字 だ が、 路 線 別 で 見 て
み る と 平 成 15 年 度 以 降 純 利 益 を 計 上 し 続 け て い る 西 神 ・ 山 手 線 に 対 し 海 岸 線 は






























東京都 札幌市 仙台市 横浜市 名古屋市
京都市 神戸市 福岡市 平均
東京女子大学　経済研究　第 9 号    2021
29
積 資 金 不 足 は 大 き い。 さ ら に 今 後 に 控 え る 車 両 ・ 設 備 等 の 大 規 模 更 新 に 多 額 の 修
繕 費 や 更 新 費 が 必 要 と な る。 海 岸 線 の 経 営 改 善 が 重 要 と な っ て い る。
【 福 岡 市 営 地 下 鉄 】　 現 在 行 わ れ て い る 七 隈 線 の 延 伸 に 伴 い、 今 後 の 減 価 償 却 費
や 支 払 利 息 の 資 本 部 の 増 加 が 予 想 さ れ る た め、 数 年 間 は 財 政 面 の 負 担 が 大 き く な
る。 さ ら に 七 隈 線 の 延 伸 に よ り、 空 港 線 ・ 箱 崎 線 の 利 用 客 の 一 部 が 七 隈 線 に 移 行
す る と 考 え ら れ て お り、 空 港 線 ・ 箱 崎 線 の 収 入 は 年 間 約 20 億 円 減 少 す る と 見 込
ま れ て い る。ま た、先 述 の 通 り 経 常 収 入 に 対 す る 補 助 金 の 比 率 が 比 較 的 高 い。よ っ
て、 安 定 し た 財 務 健 全 化 が 求 め ら れ る。
第 4 章　コンセッション方式適用の際の観点
　 第 3 章 を も と に、実 際 に ど の よ う な コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 が 各 地 下 鉄 に 適 用 さ れ
る の か を 考 察 し て い く。 そ の 際、 財 務 の 観 点 ・ 労 働 環 境 の 観 点 ・ マ ー ケ テ ィ ン グ
の 観 点 と い う 大 き く 3 つ の 観 点 で 考 察 し て い く。
第 1 節　財務の観点
図 4-1　　平成 20年度～ 29年度　走行キロ当たりの営業費用
（出典：総務省「地方公営企業年鑑」より筆者作成）
　 財 務 面 で 課 題 の あ る 事 業 主 体 を 仙 台 市、 京 都 市、 神 戸 市、 名 古 屋 市、 福 岡 市 と
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に、 経 営 状 況 の 悪 い 事 業 主 体 と み な さ れ た 仙 台 市、 京 都 市、 福 岡 市 は 1 走 行 キ ロ
当 た り の 営 業 費 用 が 高 い 状 況 に あ る。 よ っ て、 コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 を 取 り 入 れ る
際 に、 費 用 削 減 に お い て 民 間 企 業 の 経 営 改 善 ノ ウ ハ ウ を 最 大 限 に 活 か し た い。 そ
の た め に 競 争 入 札 の 条 件 と し て、 公 共 目 的 の 達 成 と コ ス ト 削 減 を 両 立 で き る 企 業
ま た は コ ン ソ ー シ ア ム を 選 出 す る べ き で あ る。 さ ら に、 名 古 屋 市 に 関 し て は 走 行
キ ロ 当 た り の 費 用 も 比 較 的 低 い 方 で あ る た め、 財 務 面 を 安 定 さ せ る こ と が 可 能 な
企 業 と の コ ン セ ッ シ ョ ン を す る こ と で、 そ の 独 立 採 算 制 に よ る 補 助 金 に 頼 ら な い
運 営 を 目 指 し た い。
第 2 節　マーケティングの観点
　 地 下 鉄 事 業 の 運 営 に あ た り、 収 益 を 上 げ る た め に 必 要 不 可 欠 な 要 素 と し て 利 用
客 の 増 加 が あ る。 事 業 の 運 営 を 民 間 企 業 に 委 ね る こ と で、 そ の マ ー ケ テ ィ ン グ 技
術 を 集 客 の 面 に 活 用 す る こ と が で き る。 よ っ て こ の 第 2 節 に お い て は、コ ン セ ッ
シ ョ ン 方 式 を 導 入 す る 際 に、 民 間 企 業 の マ ー ケ テ ィ ン グ 技 術 を ど の よ う に 活 用 で




　 は じ め に 図 4-2 を 見 る と、 仙 台 市、 神 戸 市 の 地 下 鉄 の 年 間 輸 送 人 員 の 低 さ が 目
立 つ。 逆 に、 東 京 都 は 圧 倒 的 に 多 く、 次 い で 名 古 屋 市 で あ り、 そ の 後 に 札 幌 市 や
横 浜 市 が 続 い て い る。 し か し 各 都 市 に は 住 民 数 の 違 い が 存 在 し て い る。 そ こ で、




































図 4-2 と 図 4-3 を 比 較 す る と、 東 京 都 23 区 は 圧 倒 的 に 年 間 輸 送 人 数 が 多 い が、 都
市 の 人 口 に 占 め る 定 期 利 用 者 数 は 他 の 事 業 主 体 と の 差 が 小 さ い。 こ れ は、 代 替 交 通
機 関 の 多 さ も 理 由 と し て 挙 げ ら れ る。 横 浜 市 も 同 じ 理 由 で 他 の 交 通 機 関 に シ ェ ア を
奪 わ れ て い る だ ろ う。 ま た、 仙 台 市、 京 都 市、 神 戸 市、 福 岡 市 は 住 民 数 が 比 較 的 少
な い た め 絶 対 的 な 輸 送 人 員 は 少 な い が、 住 民 数 に 対 す る 定 期 利 用 率 は 他 の 事 業 主 体
に か な り 近 づ い て き て い る。特 に 仙 台 市 は 平 成 27 年 の 東 西 線 開 通 の 好 影 響 に よ り、
定 期 利 用 者 比 率 が 着 実 に 上 昇 し て き た。
　 以 上 よ り、 東 京 都、 横 浜 市 は 利 用 者 に 都 営 地 下 鉄 利 用 の イ ン セ ン テ ィ ブ を 働 か せ
る 工 夫 を す る 企 業、 仙 台 市、 京 都 市、 神 戸 市、 福 岡 市 は 地 下 鉄 移 動 の 魅 力 を 高 め る
革 新 的 ア イ デ ィ ア を 出 す こ と が 可 能 な 企 業 と コ ン セ ッ シ ョ ン を 行 う こ と が 効 果 的 で
あ る と 考 え る。
第 2 項　外部環境に大きな変化がある場合
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ン セ ッ シ ョ ン 方 式 を 取 り 入 れ る 際 に、 駅 構 内 の 観 光 客 向 け の サ ー ビ ス を 充 実 さ
せ、 外 国 人 も 利 用 し や す い 駅 環 境 を 創 造 す る 事 が 可 能 な 企 業 を 選 択 す る の が 望 ま
し い。
　 リ ニ ア 中 央 新 幹 線 の 開 業 が あ る 名 古 屋 市 に つ い て は、 こ の 絶 好 の ビ ジ ネ ス チ ャ
ン ス を 逃 さ ず に、 確 実 に 収 益 へ と 繋 ぐ こ と が で き る 企 業 の コ ン セ ッ シ ョ ン が 必 要
に な る と 考 え る。 そ の た め に、 集 客 力 に 長 け た 企 業 を 選 出 す べ き で あ る。
　
第 3 節　労働環境の観点
　 　 本 節 で は 従 業 員 の 労 働 環 境 の 観 点 か ら、 コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 を 導 入 し た 際 の





　 図 4-4 は 平 成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で の JR、 公 営 地 下 鉄、 大 手 民 鉄 （ 国
土 交 通 省 「鉄 道 統 計 年 報」 に て 大 手 と 分 類 さ れ て い る 鉄 道 会 社） の、 職 員 一 人 当
た り の 営 業 収 益 と 年 間 給 与 の 関 係 を 示 す グ ラ フ で あ る。 公 営 地 下 鉄 の 相 関 係 数
５
は 他 の 2 項 目 と 比 較 し た 際 に ば ら つ き が 大 き い 上、 近 似 曲 線 の 傾 き は 3 項 目 の
中 で 最 も 緩 や か で あ る。 す な わ ち、 公 営 地 下 鉄 を 運 営 す る 公 営 企 業 に お い て は 民
５　JR 旅 客 会 社 6 社、公 営 地 下 鉄 8 社、大 手 民 鉄 の 相 関 係 数 は そ れ ぞ れ、0.7793、0.0914、
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間 の 鉄 道 会 社 よ り も、 従 業 員 の 労 働 が 給 与 に 反 映 さ れ に く い と い う こ と が 言 え
る。 こ れ は 従 業 員 の 労 働 イ ン セ ン テ ィ ブ に 関 わ っ て お り、 公 営 で は 「よ り 収 益 を
上 げ れ ば よ り 給 与 が も ら え る」 と い う 企 業 全 体 の 収 益 増 の 動 機 が 働 き に く い と 考
え ら れ る。 　
図 4-5　公営地下鉄事業の職員一人当たりの年間走行キロと年間給与の関係
（出典：総務省「公営企業年鑑」より筆者作成）
図 4-5 で は 実 際 に 鉄 道 を 動 か し た （サ ー ビ ス 供 給 を し た） 労 働 が ど れ ほ ど 給 与 に
影 響 す る の か を 見 て い る。8 事 業 主 体 の な か で 最 も 一 人 当 た り の 走 行 キ ロ が 多 い
札 幌 市 と、 最 も 走 行 キ ロ が 少 な い 仙 台 市 の 給 与 が ほ ぼ 等 し い こ と か ら、 走 行 キ ロ
の 違 い に 対 し て 給 与 の 相 場 が 変 わ ら な い と い う こ と が 分 か る。 こ の 場 合、 仙 台 市
地 下 鉄 の 従 業 員 は 労 働 量 が 比 較 的 少 な く て も 給 与 が も ら え て い る の で、 企 業 の 収
支 改 善 イ ン セ ン テ ィ ブ や、 収 益 増 を 目 的 と し た 改 革 な ど へ の 動 機 が 薄 く な る 可 能
性 が 高 い。 ま た、 近 似 曲 線 の 傾 き か ら は 各 地 下 鉄 事 業 主 体 に よ っ て 労 働 の 給 与 へ
の 影 響 力 の 差 が あ る と 考 え ら れ る。 仙 台 市、 札 幌 市 は 他 と 比 較 し た 際 に 傾 き が 小
さ い。 す な わ ち 労 働 量 の 多 寡 が 給 与 に 及 ぼ す 影 響 が 小 さ い と い う こ と を 意 味 し て
い る。
　 以 上 よ り、 仙 台 市 と 札 幌 市 は コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 を 取 り 入 れ る 際 に 労 働 者 の 給
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第 4 節　章のまとめ
　 第 4 章 の こ こ ま で の 考 察 を ま と め た の が 表 4-1 で あ る。
表 4-1　　各公営地下鉄のコンセッション方式導入の際に重視すべき点
公 営 地 下 鉄 コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 導 入 の 際 に 重 視 す べ き 点
札 幌 市 職 員 の 労 働 環 境 改 善、 経 営 改 善 の イ ン セ ン テ ィ ブ が 働 き や す い
給 与 体 系
仙 台 市 営 業 費 用 削 減、 利 用 客 数 増、 地 下 鉄 利 用 率 向 上、 労 働 環 境 改 善
東 京 都 代 替 線 と の 競 争、 外 国 人 利 用 客 増 に 対 応 し た 地 下 鉄 サ ー ビ ス の
提 供
横 浜 市 代 替 線 と の 競 争 の た め の 革 新 的 な マ ー ケ テ ィ ン グ の 実 行
名 古 屋 市 経 常 収 入 に お け る 補 助 金 比 率 減 少、 リ ニ ア 中 央 新 幹 線 開 業 に 伴
う 利 用 客 増 に 対 す る 積 極 的 な 集 客
京 都 市 財 務 面 で の 経 営 健 全 化、 利 用 客 数 増、 外 国 人 利 用 客 が 利 用 し や
す い 地 下 鉄 サ ー ビ ス の 供 給
神 戸 市 財 務 面 に お い て 費 用 削 減、 利 用 客 数 増
福 岡 市 財 務 面 で 補 助 金 に 頼 ら な い 運 営、 利 用 率 向 上
（出典：筆者作成）
第 5 章　結論
　 今 回 の 研 究 に お い て は、 す べ て の 公 営 地 下 鉄 に コ ン セ ッ シ ョ ン 方 式 を 導 入 す る
と い う 考 え で 執 筆 を 進 め た。 し か し 実 際 に は 民 間 に 事 業 運 営 を 託 す こ と に よ り、
採 算 が と れ ず 廃 業 に な る ケ ー ス や、 サ ー ビ ス の 質 が 下 が る ケ ー ス も 考 え ら れ る た
め、 む や み に す べ て の 事 業 を 民 営 化 す る べ き で は な い だ ろ う。 よ っ て 今 後 は コ ン
セ ッ シ ョ ン 方 式 や 民 営 化 を 適 用 す べ き 公 営 地 下 鉄 事 業 に つ い て の 定 量 的 ・ 定 性 的
な 研 究 と よ り 具 体 的 な 考 察 が 必 要 で あ る。
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